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平成２２年度事業計画

１．基本方針

「役に立つ商工会議所」「なくてはならない商工会議所」を目指して

我が国経済は、政府が「デフレ」にあることを表明し、円高・株安が同時進行する中、

景気の「二番底」の動きが指摘されるなど、日本経済の縮小化を懸念する状況下にある。

本道経済においても、国内経済のみならず世界経済の影響が及び、個人消費の冷え込み、

公共工事の縮減、民間設備投資の減退など、中小企業は立ち直りの機会を得ぬまま体力を

奪われ、その存続さえ危ぶまれるような深刻な状況に直面している。

こうした中で、本所は地域経済の閉塞感を打破するために、努めて「元気に明るく前向

き」に事業運営に当たり、商工会議所の固有の使命である政策提言・地域経済活性化・中

小企業支援という原点を再認識し、今こそ大きな力を発揮しなければならない。

昨年、記念すべき創立９０周年を迎え、１００周年に向けて新たな時代を切り拓いてい

くためには、補助金の削減や会員数の減少といった商工会議所運営上の問題を直視し、更

なる事業成果を挙げることによって、会員企業や関係業界などの支持を得るしか道はない。

また、本市が開村１２０年を迎える本年、記念事業に積極的に参画するのはもちろんの

こと、本市の持続的な発展のためには、本所が地域社会の一員としてこれまで以上に役割

を発揮し、本市の未来に向けた街づくりに寄与することが強く求められている。

以上の認識に立ち、今年度の事業活動について、次の３点を基本方針として挙げる。

第一に、「政策提言活動の更なる強化」である。声を上げ行動し成果を挙げる商工会議所

であるためには、会員企業や業界の声を真摯に傾聴するとともに、その代表者である議員

こそが商工会議所の最大の経営源として捉え、牽引役としての役割を担っていく。

第二に、「現実を直視した事業の運営」である。中小企業の経営環境の厳しさを直視し、

様々な支援メニューを講じてその支援に全力を尽くすとともに、中心市街地の活性化をは

じめとする地域経済の大きな問題の解決に向けて邁進する。

第三に、「組織運営と財政基盤の更なる強化」である。本所の運営において議員や会員、

業界の更なる参画を得るために部会と委員会の再編に着手するとともに、財政の無駄を徹

底的に省き会員増強や共済制度の普及など収益事業の拡充を図る。

最後に、本年は議員選挙を控え新たな体制が発足することとなるが、体制が変わっても

商工会議所の固有の使命は不変であることを認識し、商工会議所を取り巻く地域社会の支

持や満足を高めるために、絶えず勇気ある挑戦を行い、「役に立つ商工会議所」「なくては

ならない商工会議所」を実現する。
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２．実施事業

【各委員会共通】

新Ａ．旭川市開村１２０年記念事業への参画

Ｂ．政策提言・要望活動の取り組み

１．北海道開発の枠組み堅持に関する要望

２．社会資本の整備促進に関する要望

（１）国道・縦貫自動車道・高規格幹線道路・地域高規格道路の整備

（２）北海道新幹線の建設促進と新函館から札幌までの延伸

（３）道道・市道の整備

（４）冬期間の交通網の整備

３．旭川空港の機能拡充に関する要望

（１）国際定期便(韓国)の通年運航

（２）国際チャーター便の増便

（３）関西線の通年運航

（４）東京線の拡充

（５）地域航空の拡充（ＨＡＣ友の会との連携）

４．地域経済活性化に関する提言・要望

（１）景気対策

（２）中小企業関連施策

（３）小規模企業施策

（４）都市計画としての中心市街地の活性化（コンパクトシティ）

（５）特定求職者の雇用支援

（６）公共交通機関の利便性の向上

５．安心安全な社会基盤整備に関する提言・要望

（１）災害に強い地域づくり

（２）治安の安定した地域づくり

（３）バリアフリーに対応した地域づくり

６．業界と連携した要望・提言
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【商業委員会所管】

Ｃ．元気な地域づくりの創出と流通業活性化

１．元気なまちづくりの推進

新 （１）中心市街地活性化基本計画の策定

ａ．整備・改善による来街の促進

ｂ．都市福利施設等による来街の促進

ｃ．商業活性化による来街の促進

ｄ．公共交通の利用促進

ｅ．街なか居住の推進

ｆ．マネジメント機能の強化

（２）ＴＭＯ事業の推進

ａ．フードテラス公開空地の活用（クラフト展示場開設、賑わいイベント等実施）

ｂ．賑わいづくり事業（朝市の実施）

新 ｃ．まちなか交流館（仮称）の開設（チャレンジショップの実施）

ｄ．旭川まちづくり会社との連携

（３）地域商店街活性化事業の推進

ａ. 地域商店街イベント事業の支援

ｂ. 旭川市商店街振興組合連合会との連携

ｃ．コンパクトシティの調査研究（先進地視察）

（４）あさひかわをまるごと買おうキャンペーンの実施

ａ. バイあさひかわ運動（買おう・飲もう・食べよう）の展開

（５）流通業活性化の推進

ａ. セミナーの実施

ｂ. 窓口相談の実施

ｃ. 旭川卸商連盟の運用

ｄ. 旭川販売士協会の運用

ｅ. 旭川大型店会の運用

【工業委員会所管】

Ｄ．ものづくり支援と農商工連携の推進

新 １．旭川地域産業ブランド（ＭＡＤＥ ＩＮ 旭川）の創出

２．ものづくり支援

（１）産学官連携の推進

ａ．（財）旭川生活文化産業振興協会との連携

ｂ．旭川工業高等専門学校産業技術振興会の運用

ｃ．公設試験研究機関との連携

ｄ．旭川バイオテクノロジー推進懇話会の運用
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（２）技術の育成及び技能尊重の推進

ａ．旭川産学連携人材育成事業（ものづくり人材育成講座）の実施

ｂ．上川地方技能尊重運動推進協議会との連携

（３）産業財産権に関する支援

ａ．中小企業知的財産啓発普及事業の実施

ｂ．発明特許無料相談室の実施

ｃ．旭川発明協会の運用

３．農商工連携の推進

（１）農商工等の連携

ａ．旭川地域産業団体協議会（地域北産協）の運用

新 ｂ．旭川食品産業支援センターの運営協力

（２）地産地消と地場産品の販売の促進

ａ．２０１０旭山動物園グッズコンテストの実施

ｂ．旭山動物園内におけるモデルショップ事業の実施

ｃ．２０１０道北の地場産品フェスティバルの実施

ｄ．上川管内「地産地消運動」推進会議への参画

４．企業誘致の推進

（１）旭川地域産業活性化企業誘致活動事業（旭川地域産業活性化協議会）の実施

【経済産業省補助事業】

（２）旭川企業誘致推進協議会への参画

５．海外交流・販路拡大事業の支援

（１）旭川圏域の知名度・イメージアップ事業の実施

（２）海外（中国・シンガポールなど）物産展の出展協力

（３）国内物産展の出展協力

（４）貿易の支援

ａ．原産地証明の発行

ｂ．セミナーの実施

６．建設関連産業の振興

（１）セミナーの実施

（２）異分野進出に関する情報収集及び提供

７．環境対策事業の啓蒙普及

（１）容器包装リサイクル法の普及促進

（２）汚染負荷量賦課金制度の普及促進

（３）北海道環境マネジメントスタンダード（ＨＥＳ）の普及促進

新 （４）エコライフの普及促進
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【観光委員会所管】

Ｅ．観光客誘致とホスピタリティの向上、国際交流の推進

１．観光客誘致と滞在型観光の推進

（１）国内・国際観光プロモーション、招聘事業の実施

ａ．国内外への旅行代理店・航空会社・マスコミに対するプロモーション及びＰＲ

活動の実施

ｂ．観光客（韓国・台湾・香港・中国・シンガポール・オーストラリア等）の誘致

ｃ．国内外のスキーツアー及び修学旅行の誘致

（２）観光関連団体との連携

ａ．（社）旭川観光協会

ｂ．旭川コンベンションビューロー

ｃ．あさひかわ観光誘致宣伝協議会

（３）観光情報の発信

ａ．ホームページの運用

ｂ．観光情報施設の運営協力

ｃ．北鎮記念館の運営協力

新 （４）産業観光施設との連携

新 （５）地域資源∞全国展開支援事業の実施 【中小企業庁補助事業】

（６）旭川観光循環バス（ファンファン号）の運行協力

２．ホスピタリティの向上

（１）人材の育成

ａ．旭川大雪観光文化検定の実施（１級、２級、ジュニア）

ｂ．北海道観光マスター検定の実施

（２）国内外観光客に対するホスピタリティ事業の支援

３．イベントの実施

（１）平成２２年旭川夏まつり（８月５～７日）

（２）第５３回こたんまつり（９月２３日）

新 （３）開村１２０年記念事業（１０月７～１１日）

（４）第５２回旭川冬まつり（２月８～１３日）

（５）第３１回バーサーロペットジャパン（３月１２～１３日）

（６）各種イベントへの協力

４．広域観光の推進

（１）広域観光関連団体との連携

ａ．（社）北海道観光振興機構

ｂ．上川地方観光連盟

ｃ．大雪山国立公園観光連盟
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５．国際交流の推進

（１）韓国・水原商工会議所との友好交流

（２）中国・ハルビン市との友好交流

（３）ロシア・ユジノサハリンスク市との友好交流

【運輸交通委員会所管】

Ｆ．交通機能の充実

新 １．旭川駅舎開業イベントへの参画

２．旭川空港の利用促進

（１）旭川～関西線の利用促進

（２）国際線（韓国）の利用促進

（３）旭川空港利用拡大期成会の運用

３．留萌港の利活用の推進

（１）留萌港利活用推進連絡協議会への参画

（２）留萌港利活用推進検討会への参画

４．公共交通機関の利用促進

５．新しい駅前広場の交通機能充実

（１）駐車場の拡充

（２）観光バス滞留場の更なる拡充

（３）駐輪場の拡充

６．中心市街地の交通機能充実

（１）観光バス乗降場の設置

（２）荷捌き場の設置

（３）駐車場空車情報板の設置

７．道路・融雪溝の整備促進

（１）市内道路網の整備拡充

（２）冬期間のロードヒーティング設置場所の整備拡充

（３）除排雪の拡充

８．北海道新幹線の早期札幌延伸
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【税務金融委員会所管】

Ｇ．中小企業への支援と活力強化

１．小規模企業の活性化に関する支援

新 （１）中小企業応援センター（札幌商工会議所）との連携【中小企業庁委託事業】

ａ．経営力の向上支援事業の強化

ｂ．創業・再チャレンジ支援事業の強化

ｃ．事業承継支援事業の強化

（２）創業塾の実施【中小企業庁委託事業】

２．中小企業の資金需要に関する支援

（１）窓口相談の実施

（２）制度資金の運用

ａ．小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）の推薦

ｂ．政府系金融機関融資制度の斡旋

ｃ．北海道融資制度の斡旋

新 ｄ．旭川市融資制度の斡旋

３．中小企業の経営安定化に関する支援

（１）セミナーの実施

（２）窓口相談の実施

（３）経営安定特別相談室の運用

（４）小規模企業共済及び経営セーフティ共済の普及促進

（５）中小企業金融円滑化法に係わる金融機関との連携（日本政策金融公庫・北海道信

用保証協会・地元金融機関）

新 （６）旭川弁護士会業務改革委員との連携（中小企業法律支援センター）

４．中小企業の財務に関する支援

（１）セミナーの実施

（２）窓口相談の実施

（３）確定申告個別相談の実施

（４）税務相談等の実施

ａ．税務個別相談の実施

ｂ．旭川中青色申告会連合会及び旭川東青連絡会の運用

ｃ．ｅ－Ｔａｘ（国税電子申告・納税システム）の普及促進

ｄ. （社）旭川中・東法人会の運営協力

ｅ．旭川中・東間税会の運営協力
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【労働委員会所管】

Ｈ．労働対策と人づくりの推進

１．労働対策事業の実施

（１）人材確保に関する支援

ａ．学内合同企業説明会の実施（大学生）

ｂ．就職促進会の実施（高校生）

ｃ．労働問題及び雇用助成金等に関する説明会の実施

ｄ．インターネットによる求人・求職・Ｕ、Ｉ、Ｊターン情報の提供

（２）人材育成・確保の円滑化に関する支援

ａ．ジョブ・カード制度（職業能力形成プログラム）の運用【厚生労働省委託事業】

（３）若年者に対する勤労意欲啓発の推進

ａ．インターンシップに対する協力

（４）雇用環境に関する実態調査の実施

ａ．賃金及び各種手当

ｂ．労働時間及び週休制度

（５）北海道自衛隊退職者雇用協議会旭川支部の運用

（６）旭川職業能力開発促進センターものづくり人材育成推進協議会の運営協力

（７）道立旭川高等技術専門学院職業能力開発運営協議会の運営協力

（８）旭川地域産業保健センター運営協議会への参画

２．人づくりの推進

（１）社員研修の実施

ａ．新入社員研修

ｂ．戦力アップセミナー

（２）各種検定の実施

ａ．簿記、珠算、販売士、日商ＰＣ、福祉住環境コーディネーター、ＤＣプランナ

ー、カラーコーディネーター、情報処理技術者試験、旭川大雪観光文化検定、北

海道観光マスター検定

ｂ．旭川珠算連盟の運用

ｃ．第５８回全道珠算競技大会への参画

（３）資格取得講習会の実施

ａ．青色簿記学校

ｂ．販売士養成講座

ｃ．旭川大雪観光文化検定「旭川魅力発見伝」セミナー

新 ｄ．旭川大雪観光文化検定「旭川魅力発見ジュニア親子見学会」

ｅ．北海道観光マスター検定試験受験対策セミナー

３．労働福祉事業の推進

（１）会員事業所永年勤続優良従業員表彰式の開催

（２）第５２回新入社員合同激励式の開催
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（３）労働保険事務代行の実施

ａ．労働保険事務組合の運用

ｂ．労働保険旭川地区協議会の運用

（４）健康診断割引の実施

ａ．法定健診、生活習慣病、人間ドック、脳ドック、マンモグラフィー検診

４．共済制度の普及促進

（１）基本共済制度

ａ．生命共済

ｂ．経営者年金共済

ｃ．特定退職金共済

ｄ．個人年金共済

（２）各種集団保険

ａ．総合保障保険

ｂ．大型保障保険

ｃ．ＰＬ保険

ｄ．自動車保険

ｅ．所得補償

ｆ．個人情報漏えい賠償責任保険

ｇ．医療・障害保険

ｈ．災害補償保険

ｉ．がん保険

ｊ．火災保険

ｋ．普通傷害保険

新 ｌ．休業補償保険

【情報委員会所管】

Ｉ．ＩＣＴ利活用と地域情報発信の推進

１．会員事業所のＩＴ化に関する支援

（１）ＩＣＴツールの普及促進

（２）商工会議所電子認証の普及促進

（３）旭川市の電子入札に関する情報収集及び提供

（４）ブロードバンド環境の構築に関する支援

２．会員事業所情報の発信

（１）会員情報検索サイト「あさひかわビジネスサーチ」（Ａｂｓ．）の運用

（２）北海道版会員情報検索サイトの構築

（３）公式ウェブサイトの運用及びＥ-mailによる定期配信の実施
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３．地域情報の発信

（１）イベント・観光情報の発信

（２）医療・福祉・環境情報の発信

４．ＩＣＴ関連研修事業の推進

（１）セミナーの実施

（２）パソコン研修室の運用

【総務委員会所管】

Ｊ．組織力強化と広報活動の充実化

１．組織力の強化

（１）会員増強運動の実施

２．財政基盤の強化

（１）共済制度キャンペーンの実施

（２）収益事業の調査研究

３．広報活動の拡充

（１）季報の発行（年４回）

（２）公式ウェブサイト

（３）ＦＡＸ送信（不定期、会員約４，０００件）

（４）Ｅ－ｍａｉｌ送信（会員約１，４００件）

（５）ケーブルテレビポテト（毎日２分間）

（６）ＦＭりべーる（月水金曜日放送、２分間）

（７）街頭放送

新 （８）「商工会議所を知ってもらうキャンペーン」

４．部会の委員会の再編

新 （１）各地の部会・委員会アンケート調査に基づく再編

５．道北経済センターの運営

６．議員会の運営

７．女性会の運営

８．道北商工会議所連合会の運営

９．神居支所の運営
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10．表彰制度の運用

（１）優良中小企業経営者表彰の実施

（２）役員・議員永年勤続表彰の実施

（３）叙勲・表彰並びに国・道・市、日商・道商連表彰の推薦

11．関係機関との連携

（１）行政・経済懇談会の開催

（２）各種大会等への参画

ａ．第６０回全道商工会議所大会（紋別、７月２・３日）

ｂ．第４５回北海道・東北商工会議所連絡会議（富良野、９月２・３・４日）

ｃ．第９回道北商工会議所正副会頭会議（砂川、５月１４日）

（３）（社）旭川青年会議所の運営協力

（４）外郭団体の運営（※別掲一覧表）

12．各種調査研究及び刊行物の発行

新 （１）スポーツビジネスに関する産学共同研究の実施

ａ．早稲田大学スポーツ科学学術院スポーツ社会学研究室との共同研究

（２）各種調査の実施

ａ．ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査（毎月）

ｂ．中小企業景況調査（四半期毎）

ｃ．賃金実態調査

ｄ．燃料手当支給実態調査

ｅ．賞与支給実態調査

新 ｆ．退職金支給実態調査

ｇ．あさひかわ２０１０経済ミニガイド（Ｗｅｂ版）

（３）各種刊行物の発行

ａ．平成２２年度旭川の賃金実態

ｂ．２０１０Ｃ.Ｃ.ＩＳ情報マガジン

ｃ．旭川魅力発見伝

（旭川大雪観光文化検定公式テキストブック・公式ジュニアテキストブック）

新 13．ベストウイズクラブ優良商工会議所旭川視察の実施（７月８・９日）

Ｋ．議員選挙の実施


